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白 石 地 域 水 田 農業 ビジ ョン

はじ めに

グ ロ ーバ ル 化 の 進 展 によ り 、 日本 の 地 方都 市 は国 内 だ けで な く中 国 ・ 韓国 に

。 、代 表され るアジ ア諸国 との 競争に もさら され る時代 を迎え てい ます とりわ け

地 域 経 済の 停 滞 に よ る 失業 率 の 悪化 を 要 因と す る雇 用 不 安お よ び大 都 市 への 一

極 集 中 とい っ た 構 造 的 な問 題 に より 、 特 に経 済 情勢 に お ける 厳 しさ が 増 して い

る のが現 状です 。

そ れ らを 踏 ま え て 、 本市 の 産 業振 興 を 考え た 場合 、 こ れま で のよ う な 地域 外

か ら の 企業 誘 致 、 外 部 資本 の 導 入に は 多 くを 期 待し え ず 、か わ って 地 域 独自 の

資 源 に 基づ い た 内 発 的 振興 が 重 要と な っ てき ま す。 そ し て、 本 市に お い てそ の

主 要 産 業と な り う る の は、 地 域 固有 の 資 源で あ る農 産 物 など 「 食」 を 扱 う農 林

水 産 業 （第 一 次 産 業 ） であ る こ とは 論 を 待ち ま せん 。 し かし な がら 、 本 市農 業

は 耕 作 従事 者 の 高 齢 化 やそ れ に 伴う 生 産 意欲 の 減少 、 農 用地 利 用集 積 の 遅れ な

ど 課題が 山積し ている のが 現状で す。

そ の よう な 中 で 、国 レ ベ ルに お いて 米 政 策改 革 大綱 （ 平 成14年12月 、 農林 水

産 省省議 決定） が決定 され ました 。

米 政 策改 革 大 綱 を 受 けて 行 う 米政 策 改 革は 、 これ ま で 行わ れ てき た 米 及び 水

田 農 業 に関 す る 施 策 に おい て 指 摘さ れ て きた 、 ①施 策 全 体の 組 み立 て が わか り

に く く 、ま た 助 成 体 系 が複 雑 で ある 、 ② 生産 調 整目 標 面 積の 達 成が 至 上 命題 化

し 、 需 要に 見 合 っ た 売 れる 米 づ くり を 行 う意 識 の醸 成 を 阻害 し てい る 、 ③生 産

調 整 の 配 分 理 由 お よ び 透 明 性 が 確 保 さ れ て き た と は い え な い 、 と い う 3つ の 問

題 点 を 踏 ま え 、 平 成 22年 度 ま で に 「 農 業 構 造 の 展 望 （ 平 成 12年 3月 農 林 水 産」

省 作 成 ）と 「 米 づ く りの 本 来 ある べ き 姿」 の 実現 を 目 指す こ と およ び 平成 20年

度 ま で に「 農 業 者 ・ 農 業者 団 体 が主 役 と なる シ ステ ム 」 を構 築 する こ と を目 的

と してい ます。

米 政 策改 革 大 綱 を 契 機と し 、 本市 の 基 幹産 業 であ り 、 地域 固 有の 資 源 を活 用

し な が ら持 続 的 な 成 長 を期 待 し うる 産 業 であ る 農業 を 「 経営 」 の観 点 か ら見 つ

め 直 し 、雇 用 創 出 の 原 動力 と し て自 立 で きる 体 制を 確 立 する と とも に 、 農林 水

産 業 か ら食 品 製 造 業 、 さら に は 食品 卸 ・ 小売 や 外食 産 業 まで 含 めた 「 食 」関 連

産 業 と 観光 産 業 と い っ た相 互 に 関連 性 の ある 産 業を 組 み 合わ せ 、地 域 の ポテ ン

シ ャ ル を大 い に 引 き 出 すこ と に 資す る た め、 こ こに 白 石 地域 水 田農 業 ビ ジョ ン

を 策 定 し、 行 政 と 生 産 者お よ び 関係 団 体 が一 体 とな っ て これ を 推進 し て いく こ

と としま す。
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*1 経 営 耕 地面 積 が 10ア ール 以 上 の農 業 を 営 む世 帯 ま たは 耕地 面 積が 10ア ール

未 満 で あ っ て も 1年 間 の 農 産 物 販 売 金 額 が 15万 円 以 上 あ っ た 世 帯 （ 例 外 規 定 農

家） をいう。
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Ⅰ 白 石 地 域 水 田 農 業 ビ ジ ョ ン の 策 定 範 囲

白石 地域 水 田 農 業 ビ ジョ ン の 策定 範 囲 は、 白 石市 域 を 単位 と して 制 定 する 。

Ⅱ 白 石 地 域 農 業 の 特 性

1 農業者 ・農地 の現 状

本 市 は 、 北 緯 38度 線 上 、 東 経 140度 36分 周 辺 に 位 置 し 、 宮 城 県 の 南 端 の 一 部

。 、 、を 構成し ている 市 街地 の南部 ・北部 の平坦 から 東 部・西 部の 山間丘 陵地帯

そ し て 、南 蔵 王 山 麓 の 山間 高 冷 地帯 ま で の幅 広 い分 布 と なっ て おり 、 地 形的 ・

気 象 的 に複 雑 な 条 件 と なっ て い る。 こ の ため 本 市の 農 業 生産 は 、そ れ ぞ れの 条

件 を 活 かし 、 水 稲 を 基 幹と し 、 畜産 、 野 菜、 果 樹、 花 卉 、菌 茸 類を 組 み 合わ せ

た 複合経 営地帯 となっ てい る。

各 種 指標 に よ り 、 本 市農 業 の 現状 を 農 業者 、 およ び 農 地の 二 つの 視 点 から 分

析 する。

1) 農業者 の現状

本市 に おけ る総 農 家 人 口は 11,589人（ 平成 12年 ） であり 、平 成7年 の12,823
*1

人 か ら 1,234人ほ ど減 っ てい る。 その 一方 で65歳以 上の 高齢 者は 3,261人か ら3,

386人 に増え ており 、高 齢化が 進行し ている とい える（ グラフ 1）
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*2経営 耕 地 面積 が 10ア ー ル以 上 ま たは 農 産 物 販売 金 額 が50万 円 以上 の農 家 をい

う。

*3世帯 員 の 中に 兼 業 従事 者 （ 1年 間に 30日 以 上 雇用 兼 業 に従 事 した 者ま た は1年

間 に 販 売 金額 が 15万 円 以 上あ る 自 営兼 業 に 従事 し た 者） が 一 人以 上 い る農 家。
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ｸﾞﾗﾌ1・ 農 家数 ・農 家人口

出典・①

販 売 農 家 数 は10,639人か ら 9,419人 に減 っ て いる 。 また 、 水 稲作 業委 託 農家
*2

数 、 水 稲 作業受 託農家 数の 双方が 1.0%増 とな ってい る。

専 兼 業別 の 農 家 数 を見 る と 、兼 業 農 家 の 割 合 が約 9割 を超 え て おり 、 ま た第
*3

二 種 兼 業 農家が 兼業農 家全 体の約 9割 を占め てい る。

表1・平 成12年 度専 兼業別 農家数

総 農家数 専業農 家 兼業農 家 うち第 一種 う ち第二 種
2,553 255 2,298 156 2,142

（単位=戸） 出 典・①

農 産 物 販売 金額 別 に見 てみ る と、 300万円未 満の 農家 が1,948戸 と全 体の 約87

%を占 めてい る（グ ラフ 2）
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*4農家 が 経 営す る 耕 地（ 田 、 畑、 樹 園 地の 計 ） をい う 。 経営 耕 地 は自 己 所 有地

と借 入耕地が区分 される。
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ｸﾞﾗﾌ2・ 農 産物 販売 金額別 農家数

出典 ・①

2) 農地の 現状

経 営耕 地 面 積 は 平 成7年に は 2,573haあ った も の の、 平 成12年 には 2,340haに
*4

減 っ て い る 。 その 裏 返し と し て耕 作 放棄 地 （ 田） が 倍 増（ 45ha→ 88ha） して い

る （グラ フ3）
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ｸﾞﾗﾌ3・ 経 営 耕地・ 耕作 放棄地 面積

出典・①

経 営 耕地 規 模 別に 分 類す る と 、経 営 面積 1ha未 満 の 農家 が 全体 の 60%を 超え て

い る一方 、10ha以上は ごく わずか にとど まっ ている （グラ フ4）

ま た 、農 用 地 の 利 用集 積 の 推移 を み てみ る と、 平 成 12年で は 、農 用 地 全体 に

占 め る集 積 面 積の 割 合が 28.1%で あ った が 、 平成 14年 度 には 30.1%と なり 、 若干

の 増 加 がみ と め られ る （表 2） し かし な が ら、 仙 南地 域 全 体で の 平均 （ 35.9%）

よ り低い 。

表2・農用 地の利 用集 積の推 移

平 成12年度 平成13年度 平成 14年度 平成 16 平成 18
年度 目標 年度 目標

白 石市 28.1 29.8 30.1 32.0 35.0
仙南地 域計 36.8 38.4 35.9

＊数値=農用地面積 /集積面 積 （ %）

出 典 ・ ①
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ｸﾞﾗﾌ4・ 経 営耕地 規模 別農家 数

出 典・①

以 上 か ら、次 の3点が 本市の 農家に ついて 読み とれる 。

①零細 規模・ 所得水 準が 比較的 低位

②農家 数の減 少

③高齢 化によ る農作 業委 託農家 の増加

2 農 業生産 の現状

1) 概論

農 業 産出 額 上 位4品 目 の推 移 を みて み る と、 平 成7年 、 12年 、 13年 と 徐 々に 、

農 業産出 額全体 が低く なっ ている （ 60億→ 51億→ 50億〔 円 ）。 〕

ま た 、 産 出 額 全 体 に 占 め る 米 の 割 合 も 年 々 低 下 （ 39%→ 31%→ 29%） し て い る

（ グラフ 5）

ｸﾞﾗﾌ5・ 農 業産 出額上 位4品目 の推移

出典・①

2) 水稲作 付の現 状

米の 産 出額 につ い てみ てみ る と、 平成 8年の 21億 4千万 円か ら平 成13年に は14
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億 5千 万円と 約30%低下 して いる（ グラフ 6）

ｸﾞﾗﾌ6・ 農 業産出 額に 占める 米の割 合

出典 ・ ①

ま た 、 水稲作 付面積 も減 少して いる（ H13 1,197ha→ H141,110ha （表3））

表3・水 稲作付 面積 の推移

平成13年産 平 成14年産

作 付面積 (ha) 1,197 1,110

出 典 ・ ①

産 米 等 級 比 率 を 仙 南 地 域 全 体 と 比 べ て み る と 、 白 石 市 で は 1等 比 率 80.4%、 2

等 18.2%、 3等 1.3%と なっ てい る一 方、 仙南 地域 全体で は1等 比率 74.0%、2等24.

6%、 3等 1.3％ で ある こ とか ら 、 地域 の 努 力に よ り高 品 質 米が 生 産さ れ て いる こ

と が分か る（表 4）

表4･平 成 14年 産米等 級比率 （平 成15年 3月 末現 在）

比率(%) 2等 3等 規 格外1等

白石市 18.2 1.3 0.080.4

仙南地 域 24.6 1.3 0.174.0

出典・①

な お 、 品種別 の作付 面積 比率を みてみ ると 「ひ とめぼ れ」 が最も 多く（ 81.、

2% 、 次 い で 「 コ シ ヒ カ リ （ 7.3% 「 サ サ ニ シ キ （ 4.4%） の 順 に な っ て い） 」 ）、 」

る （表5）
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表5・水稲 主要品 種の 作付面 積比率 （ ）平 成14年 産 ・ う る ち

サ サ ニ シ キ コ シ ヒ カ リ こ こ ろ ま ち ま な む す め そ の 他ひ と め ぼ れ

4.4 7.3 1.0 2.1 0.9(%) 81.2

出 典 ・ ①

3) 水田転 作の現 状

本市に おける 水田転 作の 現状を 、各種 デー タより 分析す る。

農 家戸 数 2,552戸 のう ち 、 生産 調 整を 実 施 して い る のが 2,469戸 で あり 、 転作

態 様毎の 内訳は 下表の とお りであ る。

表6・生 産調整 態様 毎一覧

生産 作 物 景観 調整 自己 作物 実 績全体
調整 作 付 形成 水田 保全 預託 参 入
実施 等 管理（ 戸）

2,469 1,556 95 878 581 2,149 1,4052,552

出 典 ・ ②

つ ぎ に 、 作 物 別 割 合 （ 筆 数 ） を み て み る と 、 自 己 保 全 管 理 が 全 体 の 30%と 最

も 多 く 、 次 い で 大 豆 （ 9% 、 調 整 水 田 （ 全 体 （ 9% 、 か ぼ ち ゃ （ 9% 、 の 順 に） ） ） ）

な ってい る。

ｸﾞﾗﾌ7・ 作 物 別割合

出典 ・③

転 作 作物 を 作 付 し な い分 類 （ 自己 保 全 管理 、 調整 水 田 、土 地 区画 整 理 など ）
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コスモス（景観）

うめ

そば

かい廃

ばれいしょ

その他
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、 、 、 、 、 、を 除くと 大豆 永 年性 牧草 か ぼちゃ その 他野菜 イタ リアン ライグ ラス

景 観形成 作物（ コスモ ス） などの 割合が 高い 。

な お 、 耕 作 面 積 別 お よ び 耕 作 農 家 数 毎 の 作 物 別 割 合 に つ い て も 同 様 の 傾 向 が

読 みとれ る。

3 水 田農業 におけ る「 担い手 」の現 状

前 述 した よ う に 農 業 者人 口 が 減少 す る 一方 、 高齢 化 が 進行 し てい る 現 状を 考

慮 す る と、 地 域 の 基 幹 産業 で あ る水 田 農 業を 支 える 「 担 い手 」 を育 成 す るこ と

は 危急の 課題と いえる 。

し か し 「 担 い 手 」 を 育 成 す る た め に は 、 経 営 規 模 拡 大 を し 収 益 の 安 定 性 を、

確 保 す る観 点 か ら 土 地 利用 の 集 積が 必 須 であ る が、 土 地 所有 者 の資 産 的 保有 意

識 、 期 間満 了 時 に お け る離 作 補 償へ の 不 安が 強 いた め 、 集積 は 必ず し も 進ん で

い ない。

また 、 稲作 に係 る 認定 農業 者 はわ ずか 2名 とな って いる （全 体で は56戸 （グ）

ラ フ8 。）

グ ラフ8・経 営組織 別認 定農業 者数

出典・①

な お 、 当 市 に お け る 代 表 的 な 農 事 組 合 法 人 お よ び 集 落 営 農 組 織 （ 集 落 を 単
*5

位 と し て、 農 業 生 産 過 程に お け る一 部 ま たは 全 部に つ い ての 共 同化 ・ 統 一化 に

関 する合 意の下 に実施 され る営農 組織） は以 下のと おりで ある 。

2 1

2 4

4 6 4 4

1 1

0
5
1 0
1 5
2 0
2 5
3 0

稲
作

施
設
花
卉
な
ど

酪
農

肉
用
牛

そ
の
他

酪
農
＋
そ
の
他

そ
の
他

複
合
経
営

単 一 経 営 準 単 一 複 合 経 営
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イ 農事組 合法人 八宮 農業生産組合

○代表 組合長 大 野 栄一郎
○組合 員数 160名（平成 15年4月 1日現 在）
○転作 作物 永年性 牧草、ソルガ ムおよびそば
○転作 面積 約18ha（うち、そば 2ha）
○ 概 要 福 岡 八 宮 地 区 で 牧 草 、 そ ば の 集 団 栽 培 に 取 り 組 む 。 特 に

そ ば は 、 白 石 市 農 業 祭 で の 試 食 会 、 白 石 高 原 そ ば 道 場 で
の そ ば 打 ち 体 験 を 通 し て 、 地 域 住 民 に 親 し ま れ て い る 。

ロ 内親青 年部

○代表 部長 佐藤 好一
○人数 24名（平成 15年4月1日現 在）
○転作 作物 コスモ ス（品種 セ ンセーション ）
○転作 面積 約7.0ha
○ 概 要 平 成 14年 度 か ら 白 川 内 親 外 川 原 地 区 に お い て コ ス モ ス の

集 団 転 作 を実 施 。 今 年 度 は 約2,100万 本 作 付け し 「 白 川、
コ ス モ ス 園 」 に は 9月 か ら 10月 末 ま で の 開 園 期 間 中 、 市
内 外 か ら 約 4600人 が 来 園 。 コ ス モ ス の 摘 み 取 り 体 験 な ど
を 楽 し ん だ 。 テ レ ビ 番 組 や 新 聞 報 道 で も 相 次 い で 取 り 上
げられ、観 光拠点として の役割が期待 されている。

ハ 越河地 区担い手農家 部会

○代表 会長 斎藤 重雄
○人数 8名 （うち認定農 業者 5名）
○ 転 作 作 物 な た ね （ 品 種 キ ザ キ ノ ナ タ ネ 、 ア サ カ ノ ナ タ ネ ）
○転作 面積 1.0ha(H14実 績）
○ 概 要 平 成 14年 度 か ら 越 河 地 区 で な た ね の 集 団 転 作 を 実 施 。

今 年 度 は 60a分 を 刈 り 取 り 、 製 油 し た な た ね 油 を 「 一 番
搾 り 白 石 （ 越 河 ） の な た ね 油 」 と し て 地 区 住 民 お よ び 仙
台 市 内 の 百 貨 店 に て 販 売 。 地 産 地 消 の 新 た な 試 み と し て
注目される 。

白石地域水田農業ビジョン
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（作 付け 面積の 現状お よび 目標）Ⅲ 白 石 地 域 水 田 農 業 振 興 方 針

1 主 要作物 （麦・ 大豆 ・そば 等）

、 、前述の 通り 本 市にお ける生 産調整 全体 の30%を自 己保全 管理 が占め ており

所 得 向 上を 図 る 上 で は 転作 作 物 の作 付 推 進が 必 要と 考 え られ る こと か ら 、本 市

で は、以 下の品 目につ いて 、作付 拡大を 推進 してい くこと にす る。

表7・水稲 、麦 、大豆 および そばの 作付 実績（ 目標） 面積並 びに 販売目 標

水 稲 麦 大 豆 そ ば
作付 面 積 販 売 目 標 作 付 面 積 販 売 目 標 作 付 面 積 販 売 目 標 作 付 面 積 販 売 目 標

H14実績 1,220 1.9 51 6
H16目標 1,220 6,221 2.5 11.7 62 55 20 8
H18目標 1,220 5,986 2.5 11.7 80 55 40 16

（単 位： 作付 面積ha，販 売目 標 t） 出 典・④

表 8・ コス モス・ れんげ ・なた ねの 作付実 績（目 標） 面積

コス モス レンゲ なたね
H14実 績 11 2 0

(H15実績 1)
H16目 標 13 6 2
H18目 標 18 10 8

（単位=ha） 出 典・③

2 水 田飼料 作物（ イタ リアン ライグ ラス・ ソル ガム等 ）

本 市 は 仙 南 地 域 の 水 田 飼 料 作 物 作 付 け 面 積 の 約 2割 を 占 め 、 仙 南 地 域 に お け

る 飼 料 作物 の 一 大 産 地 を形 成 し てい る 。 今後 も 環境 条 件 を生 か して 、 イ タリ ア

ン ライグ ラスや ソルガ ムを 始めと する水 田飼 料作物 を一層 作付 してい く。

※ソルガム ： 自動 車の 混 合燃 料 油と なる バイ オエ タ ノー ルを 生成 する 実証 事 業を 進め てい る自 治 体等 が

あり、将来的には「エネルギー作物」としての活用が期待される※

① 麦 ・ 大豆（需給動向に応じた生産を推進）

②そば （市内直売所などで販売・地産地消の取組として拡大を図る）

③コス モス （市指定振興作物・景観形成）

④なた ね （市指定振興作物・景観形成および食用油などの用途有）

⑤れん げ （市指定振興作物・景観形成および飼料作物としても活用）

※なたね： ディーゼルエ ンジン用燃料 として活用を 検討する自治 体・農業者団体等が全国的に 増え

つつあり、代替燃料としての利用が期待されている※

白石市
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表9・平成 14年産 水田飼 料作 物作付 面積お よび 目標

品種 H14実績 H16目 標 H18目標
5.54 5.33 5.82青刈りト ウモロコシ
3.29 3.32 4.55ソルガム
78.87 70.56 74.85永年性牧 草
12.40 17.44 18.13イタリア ンライグラ ス
1.65 2.13 2.55その他一 年性牧草
0.30 0.20 0.25飼料用根 菜類
0.34 0.88 1.20飼料用雑 穀類
0 0.32 0.44子実用ハ トムギ

4.35 4.77 4.92その他飼 料用作物
計 106.74 104.95 112.71

（ 単 位 =ha） 出 典 ･実 績 ＝ ① 、 目 標 =④

3 園 芸作物 （カキ ・ト マト等 ）

園 芸 作物 に つ い て は 、本 市 お よび み や ぎ仙 南 農業 協 同 組合 の 推進 方 針 に基 づ

き 、重点 推進品 目を表 10の とおり 設定し 、作 付を推 進して いく 。

「 柿 の 里な お 、 長 年 市 民 に 親 し ま れ 栽 培 さ れ て き た 「 柿 」 を シ ン ボ ル と し

、 、白 石」として 柿の直 売 観光 農園お よび農 産加 工など を推進 して きたこ とから

宮 城 県 ころ 柿 出 荷 協 同 組合 な ど 関係 団 体 と連 携 しな が ら 、園 芸 作物 の 中 でも 特

に 柿の植 栽拡大 を図る 。

表10-1・ 園 芸重 点 推進 品 目の 作 付（ 目標 ） 面積

柿 ﾄﾏﾄ ｲ ﾁｺ ﾞ ｿﾗ ﾏ ﾒ ｷ ｭｳ ﾘﾌ ﾞﾛ ｯ ｺﾘ ｰ

H14実 績 74 4 3 3 3 15

H16 目標 76 5 3.5 4 3.5 16

H18 目標 76 5 3.5 4 4 16

（単位=ha） 出典 ・①

表 10-2・ 園芸 重点 推 進品 目 の販 売 目標

柿 ﾄﾏﾄ ｲ ﾁｺ ﾞ ｿﾗ ﾏ ﾒ ｷ ｭｳ ﾘﾌ ﾞﾛ ｯ ｺﾘ ｰ

H16 目 標 140 90 30 160 40 160

H18 目標 140 90 30 160 100 160

（単位=ｔ） 出 典・①

白石地域水田農業ビジョン
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Ⅳ 白 石 地 域 水 田 農 業 ビ ジ ョ ン 実 現 の た め の 手 段

1 水 田農業 構造改 革交 付金（ 産地づ くり対 策） の活用 方策

1) 水稲作 付にお ける 活用方 針

① 生 産面

米 政 策改 革 で は 、 食 生活 の 多 様化 お よ び少 子 化に 伴 う 人口 減 少に よ る 一人 当

た り の 米消 費 量 の 減 少 予測 を 踏 まえ 、 今 後は 需 要動 向 に 応じ た 計画 生 産 が求 め

ら れる。

従 来 のよ う な 家 庭 に おけ る 炊 飯の 他 に 、外 食 産業 の 需 要な ど 米の 消 費 形態 が

多 様化し そ れぞれ の用 途に求 められ る品質 や価 格も変 化しつ つあ る 更に 食、 。 「

の 安 心 ・安 全 」 に 関 心 が高 ま っ てお り 、 農薬 や 化学 肥 料 の量 を 減ら し た 米の 需

要 が伸び てきて いる。

こ の よう な 中 で 、 従 来の 「 生 産し た も のを 売 るだ け 」 の生 産 体制 か ら 、市 場

動 向 の 的確 な 把 握 に よ る「 売 れ る米 づ く り」 に 転換 し な けれ ば なら な い 状況 に

あ る。

本 市 農業 の 現 状 を 踏 まえ 、 一 般米 栽 培 以外 に 有機 、 減 農薬 ・ 減化 学 肥 料栽 培

米 な ど を積 極 的 に 作 付 けし 、 そ れぞ れ の 趣向 に 鋭敏 に 対 応す る こと が 求 めら れ

る 。

な お 、 消 費 者 の 趣 向 に 応 え る た め に 、 以 下 の 2点 を 重 点 的 に 展 開 し て い く 。

○畜産 農家と の連携 によ る堆肥 投入を 行い 循環型 農業の 推進 を図る 。

○減農 薬・減 化学肥 料に よる 安 全・安 心・納 得 の 売 れる米 づくり 仮「 」 「 」（

称 「こ だわり 米」 の推進 を図る 。）

同 時 に、 栽 培 履 歴 （ トレ ー サ ビリ テ ィ ）の 完 全実 施 と 生産 記 録簿 記 帳 ・管 理

の 徹底を 図り、 消費者 に対 し積極 的に情 報の 公開を 行う。

ニ ーズ に応え る米づ くり

す こ や か 米 一 般 米

こ だ わ り 栽 培 米 一 般 米

米 穀 店 ・ 生 協 ・ 量 販 店

一 部 外 食
量 販 店 ・ 米 穀 店 ・ コ ン ビ ニ ・ 外 食 （ 低 価 格 志 向 ）

健 康 ・ 高 級 ・ 環 境 一 般 消 費

現 状

今 後

実 需

購 買

生 産

情 報販 売

白石市
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出典 ・

④

② 流通面

「 売 れる 米 づ く り 」 のた め に は、 生 産 面に お ける 新 手 法の 導 入の み な らず 、

こ れ ら を栽 培 者 に 周 知 し（ 同 時 に本 市 産 米が 「 こだ わ り 米」 で ある こ と を消 費

者 に 知 ら せ る こ と が 必 要 で あ る 、 そ の た め に は 宣 伝 と い っ た マ ー ケ テ ィ ン グ）

の ノ ウ ハ ウ を 蓄 積 し 「 こ だ わ り 米 」 と し て の ブ ラ ン ド を 確 立 す る こ と が 必 須、

で あ る 。農 業 関 係 団 体 およ び 農 業者 自 身 のよ り 一層 の マ ーケ テ ィン グ 力 向上 を

図 る た め、 広 告 代 理 店 およ び 外 食産 業 な どと 幅 広く 連 携 する こ とが 必 要 であ ろ

う 。

ま た 、小 麦 粉 の 代 わ りに 米 粉 を原 料 と する 「 米粉 パ ン 」が 地 産地 消 の 取り 組
こ め こ

み の 一 環と し て 全 国 的 に増 え つ つあ る 。 この よ うな 新 た な取 り 組み を 積 極的 に

支 援 す るこ と に よ り 米 の消 費 拡 大を 促 す と同 時 に学 校 給 食等 へ の販 路 拡 大を 図

る 。 ま た対 外 的 な 販 売 戦略 の 観 点か ら 、 国内 農 産物 の 輸 出を 視 野に 入 れ 海外 市

場 の開拓 を今後 検討し てい く。

2) 水田転 作にお ける 活用方 針

白 川 地 区に お地 域 が自 ら 積 極 的 に 転作 に 取 り組 ん で いる 例 とし て 、 先述 し た

、 、 、け る コ ス モ ス （ 内 親 青 年 部 福 岡 （ 八 宮 農 業 生 産 組 合 小 原 地 区 の そ ば） ）

、越 河地区 でのな たね 越 河地区 担い手 農家部 会（ ）など を挙げ るこ とがで きるが

こ れ ら は、 土 地 利 用 集 積に よ り 収益 性 が 向上 し て、 経 営 面で の 改善 が 期 待さ れ

る と と もに 、 地 域 の 環 境・ 生 態 系の 担 い 手と し て非 常 に 重要 な 役割 を 果 たし て

い る 。 そ の よ う な 地 域の 自 主 的な 取 り 組み を 積極 的 に 支援 し てい く 体 制を と

り 、自立 した水 田農業 の確 立を目 指す。

ま た 、本 市 に お い て は、 自 己 保全 管 理 地を 含 め遊 休 農 地の 活 用が 今 後 の水 田

「そ ば ・ コス モ ス・ な た ね・ れ農 業 へ 及ぼ す 影 響 が 大 きい こ と から 、 先 述し た

など 振興作 物の 作付推 進を行 う。ん げ・柿 」

な お 、 作 付 （ 農 地 集 積 ・ 転 作 （ 団 地 化 ） を 推 進 す る に 当 た っ て 不 可 欠 で あ）

る 用水路 および 排水路 の整 備を同 時に図 って いく。

白川コ スモス園 白石 高原そば園

（白川内 親地区） （福岡八宮 地区）

白石地域水田農業ビジョン
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3) 水田農 業にお ける 「担い 手」育 成方針

農 業 の持 続 的 な 発 展 と食 料 自 給率 の 向 上を 図 るこ と が 農業 の 大命 題 で ある 。

す な わ ち 「 効 率 的 か つ 安 定 的 な 農 業 経 営 」 を 目 指 す 意 欲 あ る 農 業 者 （ 育 成、

す べ き 農業 経 営 ） を 明 確化 し 、 農業 者 が 主体 的 に経 営 改 善に 取 り組 め ば 他産 業

並 み の 生涯 所 得 の 確 保 が可 能 と なる よ う 、経 営 の観 点 か ら各 種 の支 援 策 を可 能

な 限り集 中化・ 重点化 する ことが 必要で ある 。

白 石 地域 水 田 農 業 ビ ジョ ン で 位置 づ け る担 い 手の 要 件 とし て は、 個 人 では ①

水 田 耕 作面 積 ３ ha以 上 の農 業 者 、② 水 稲 作業 受 託者 協 議 会会 員 、③ 越 河 地区 担

、 、い 手農家 部会委 員 ④白石 市認 定農業 者連絡 協議会 員いず れか である ことと し

組 合 等 では 蔵 本 水 稲 共 業組 合 、 白川 水 稲 生産 組 合、 農 事 組合 法 人八 宮 農 業生 産

組 合、内 親青年 部を担 い手 として 位置づ けた い。

具 体 的 な 支 援 策 と し て は 「 帰 農 」 ブ ー ム の 到 来 や ゆ と り 志 向 の 広 が り に よ、

る Uタ ー ン 、 Iタ ーン が 増え て お り、 新 規 に農 業 に就 こ う とす る 機運 が 高 まり つ

つ ある一 方で 農業 特有の 産業 形態 職住 近接 および 技 術等の 習得 資、 （ ） 「 」、「
*6

金 の 手 当 「 農 地 の 確 保 」 の 3点 が 新 規 就 農 者 の 参 入 を 阻 む 要 因 と な っ て い る」、

こ とから 、関係 機関が 連携 して し ていく 。新 規就農 者の 受入態 勢を整 備

既 存 の集 落 営農 組 織 が特 定そ し て、 水 稲 受 託 者 協議 会 や 担い 手 農 家部 会 など

と 同 時 に 、 JAみ や ぎ 仙 南 で は 「 JAグ ル ー プ 米 改農 業 団 体 へ 移 行 す る よ う 促 す*7

革 戦 略 」に 基 づ き 、 集 落・ 地 区 単位 で 面 的・ 地 縁的 な ま とま り を持 っ た 「水 田

営 農 実 践組 合 」 づ く り をす す め てい る こ とか ら 、そ の 方 針を 踏 まえ 、 関 係機 関

が 一体と なり こ ととす る。「 集落営 農組 織」の 設立誘 導を 図る

ま た 、 水 田 面 積 に つ3ha以 上 を 個 人 で 耕 作 し て い る 農 業 者 お よ び 認 定 農 業 者

い て は 、 、安 定 した 経 営 基盤 を 確立 し て いけ るよ り 一 層 の 土 地利 用 集 積を 図 り

よ う支援 してい くこと とす る。

さ ら に、 水 田 農 業 構 造改 革 交 付金 （ 産 地づ く り対 策 ） と一 体 的に 行 う 措置 と

し て 、 麦及 び 大 豆 の 品 質向 上 を 図る た め 、麦 ・ 大豆 品 質 向上 対 策に 関 係 する 農

業 者 等 を担 い 手 と し て 位置 づ け るも の と する 。 同様 に 、 耕畜 連 携を 推 進 する た

め に 、 耕畜 連 携 推 進 対 策に 関 係 する 耕 種 農家 及 び畜 産 農 家を 担 い手 と し て位 置

づ けるも のとす る。

な お 、近 年 に お い ては 女 性 、特 に 50歳 代以 上 の農 業 経 営者 の 妻世 代 が 「担 い

手 」 と して 農 業 経 営 を 支え て い るこ と が 多い 。 また 、 増 加し つ つあ る 高 齢農 業

者 の 7割 以 上 が 農 業 に 生 き が い を 感 じ て い る 、 す な わ ち 生 産 意 欲 が 高 い と 考 え

ら れる。

、 「 」 、以上よ り 大 規模農 業者 を水田 農業の 担 い手 として 育成 するの みなら ず

女 性 や 高齢 者 を 始 め と する 耕 作 規模 に 関 わら ず 意欲 の あ る農 業 者が そ の 経験 、

技 術 な どを 活 か し 、 生 きが い を 持っ て 農 業関 係 活動 を 行 うた め に「 農 業 経営 改

白石市
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善 支援セ ンター 」の拡 充な どの施 策を講 じて いく。

表 11-1・ 地域水 田農業 の「 担い手 」育成 目標

認 定農業者 水田面積 特定農 業団体
（稲作の み） 3ha以上 の耕作者

H15実績 2 20 0
H16目標 5 25 5
H18目標 8 30 10

表11-2・地域 水田農 業の「 担い 手」の 集積目 標

H16目 標 32.0
H18目 標 35.0

＊数値=農用地面積 /集積面 積 （ %）

表 12・ 女性の 農業経 営へ の関わ り

農 業 経 営 全 体 特 定 の 部 門 の 夫 や 親 族 と 一 指 示 さ れ た 農
を 取 り 仕 切 っ 経 営 を 取 り 仕 緒 に 農 業 経 営 作 業 の み に 従
て いる 切っている 全 体 に 参 加 し 事し ている

ている
計 15 16 58 10
30歳未 満 3 5 58 29
30～39 4 8 58 28
40～49 12 14 65 8
50～59 21 19 51 7
60歳以 上 17 19 50 11

（単 位・%） 出典・ ⑤

表 13・ 農業に 生きが いを 感じて いる割 合

大いに 感じる まあ感 じる
50歳 未満 11 42
50～ 64 17 44
65～ 69 19 53
70歳 以上 22 48

（単位 ・%） 出典・ ⑥

2 水 田農業 構造改 革交 付金（ 産地づ くり対 策） の助成 体系

本 市 水田 農 業 に お け る以 上 の 課題 点 を 踏ま え 、全 国 レ ベル で の先 駆 的 な例 を

、 、 「 」 「 」取 り入れ ながら 地域 の主体 的な活 動を支 援し 農業を 経営 および 環境

の 観 点 から 見 つ め 直 し て、 自 立 した 産 業 の形 成 に資 す る ため に 、以 下 の 要領 で

助 成を行 うもの とする 。

白石地域水田農業ビジョン
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①白石 市指定 振興作 物等 （園芸 ・景観 形成 ）およ びそば に係 る助成

②麦・ 大豆・ 小豆・ 野菜 ・果樹 などに 係る 助成

③麦・ 大豆・ 飼料用 作物 および そばの 作付 団地化 に係る 助成

④環境 保全・ 需要に 応じ た米づ くりに 係る 助成

⑤耕畜 連携（ 循環型 農業 ）に係 る助成

⑥推進 協議会 活動に 係る 助成

⑦数量 調整超 過達成 者へ の助成 （過不 足調 整）

⑧そば の特別 加算調 整促 進

3 米 政策改 革関連 施策 の活用

水 田 農業 構 造 改 革 交付 金 （ 産 地 づ くり 対 策 ）に 関 連 して 実 施さ れ る 以下 の

施 策 に つい て も 、 ビ ジ ョン の 目 標達 成 を 推進 す るた め に 積極 的 に取 り 組 んで い

く ことと する。

麦・大豆品質向上対策
○高品 質な麦・大豆 の生産に取り 組む担い手を 支援○

①助成対 象者

認定農 業者、特定農業 団体、一定要 件を満たす作 業受託組織

②品質要 件

小麦・ 農産物検査等級 1等で 、容積重およ びタンパク含 有率の基準を 満

たすも の。

大麦、 裸麦・・農産物 検査等級1等で、容 積重の基準を 満たすもの。

大豆 ･･農 産 物 検査等級 1等ま たは2等 、もしくは一 定要件を満た す契約

栽培に より生産された もの

③助成額

10aあたり13,000円

白石市
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耕畜連携推進対策
○耕種 農家と畜産農 家の連携によ る飼料生産を 支援○

①助成対 象者

認 定 農 業 者 、 特 定 農 業 団 体 、 一 定 要 件 を 満 た す 営 農 集 団 ま た は コ ン ト ラ

クター（ 作業受託組織）

②取組要 件

・一定 面積以上の団地 化による飼料 生産

・稲発 酵粗飼料または わら専用稲の 生産

・水田 放牧または資源 循環（堆肥の 還元）の取組

（各取 組の実施にあた っては、利用 供給協定を締 結すること）

③助成額

10あた り13.000円

畑地化推進対策
○地域の合意の もとに計画的 に畑地化を行 う地域を支援 ○

①永久畑 地化計画の作成

土 地 利 用 型 作 物 を 中 心 と し た 輪 作 計 画 も し く は 放 牧 地 化 さ れ た 水 田 へ の

繁殖牛等 の導入計画を作 成

②対象農 地

平成10年度以降におい て一作以上水 稲が作付けら れた農地

③面積要 件

畑作物 ：おおむね10ha以上

放牧： おおむね3ha以上

④地域の 拠出

国から の助成と同額以 上を地域で上 乗せ交付

⑤助成額

10aあたり80,000円

白石地域水田農業ビジョン
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稲作所得基盤確保対策
○生 産者 か ら の 拠 出 金 と国 か ら の 交 付 金 によ り 米 価 下 落 時 に価 格 を 補 て ん ○

①助成対 象者

生産調 整実施者で、集 荷円滑化対策 に係る拠出を 行っている者

②対象米 穀

下記の 全てに該当する 米穀で、430万トン を限度とする

(1)農 産物検査を受検 した米穀（加 工用米は対象 としない）

(2) 米 穀 安 定供 給 確 保 支 援 機構 が 行 う 支 援 対 象と な る 米穀 （ 安 定的 契 約 販

売を行っ ている米穀とし て地方農政事 務所長が認め たものを含む ）

(3)生 産目標数量の範 囲内の米穀

③基本的 な仕組み

◇基準 価格より米価が 下落の度合い に応じて基金 から一定額を 補てん◇

1)基準 価格

直近 3年の平 均価格（都道 府県毎の上場 上位3銘 柄の加重平均 価格）

2)拠出 単価

生産 者：基準価格の 2.5%

国 ：基準価格の 2.5%＋300円/60㎏

3)補て ん単価

固定 部 分 ： 300円 /60kg（ 当年 産 価 格が 基 準 価格 を 超 えた 場 合 、当 年 産 価

格に固定 部分を加えた額 が基準価格＋ 300円 となる水準ま で補てん）

変動 部分：当年産価 格が基準価格 を下回った差 額の5割

④都道府 県段階における 基本的仕組み の変更

国 の拠 出 単 価 以 外 の 基本 的 仕 組 み を 、 一定 の 条 件 の 下 で 変更 し て 実 施 す る

ことも可 能。

白石市
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集荷円滑化対策
○豊作による 過剰米を区分 出荷し、1年間の融資 を行う○

①融資対 象の米穀

、 、 、・農業 者団体等を作 成する生産調 整方針に従い 生 産調整を実施 し かつ

集荷円滑 化対策に係る 拠出を行って いる農業者の 米穀

・農産 物検査を受検 した米穀

②申し込 み期間

10月 15日 現 在 の 作 況 公 表 か ら 翌 年 の 3月 ま で 米 穀 安 定 供 給 確 保 支 援 機 構 に

申し込み

③生産者 からの拠出お よび機構の融 資

・ 生 産 者 は 機 構 に 対 し 、 水 田 作 付 面 積 に 応 じ て 1,500円 /10aを 拠 出 。 機 構

は生産者 が出来秋に区 分出荷した段 階で3,000円/60kgの融資を 行う。

・ 融 資 か ら 1年 後 、 適 切 に 区 分 出 荷 さ れ た 段 階 で 、 機 構 か ら 3,000円 /60kg

が交付

担 い手経営安定対策
○米 価下 落 の 影 響 を 大 きく 受 け る 水 田 農 業の 担 い 手 を 対 象 に、 減 少 し た 収 入

の一部を 稲作所得基盤確 保対策による 補てんに上乗 せして補てん ○

①加入対 象者

◇次に 掲げる者で稲作 所得基盤確保 対策に加入し ている者◇

(1)水 田経営規模が4ha以上 の認定農業者

(2)次 の要件を満たす 水田経営規模 が20ha以上の 集落営農組織

1)代 表 者 に 関 す る 事 項 が 定 め ら れ て い る 等 の 定 款 ま た は 規 約 を 有 し て い

ること。

2)以 下 の 基 準 を 満 た す 計 画 を 有 し 、 そ の 実 施 が 確 実 と 見 込 ま れ る こ と 。

(3)営農組織と して一元経理 していること 。

(4)将来 的 に 営 農 組 織 が地 域 内 農 地 の 2/3以 上 を農 作 業 受託 （ 基 幹作 業 ） す

ること。

※ 水田 が 著 し く 少 な い集 落 や 中 山 間 地 域の 集 落 に つ い て は、 知 事 特 認 に よ

り水田経 営規模面積の引 き下げが可能 。

※ 有機 栽 培 や 複 合 経 営を 行 っ て い る 者 が、 地 域 水 田 農 業 ビジ ョ ン に お い て

水 田 農業 の 担 い 手 と し て位 置 づ け ら れ た 場合 は 、 水 田 経 営 規模 要 件 を 満 た さ

なくても 加入できる場合 あり。

②補てん 額

◇ 米 価下 落 を 原 因 と し て、 10a当 た り の 稲 作収 入 （ 県 平均 ） が 過去 3年 の 平 均

稲 作 収入 を 下 回 っ た 場 合に 、 稲 作 所 得 基 盤確 保 対 策 に よ る 補て ん 等 と 合 わ せ

て差額の 9割まで の範囲で補て ん。

※加入 者毎の資金の範 囲内での補て ん。

※ 収入 減 と な っ た 場 合で も 、 稲 作 所 得 基盤 確 保 対 策 に よ る支 払 い が 無 い 場

合は、本 対策による支払 いも無し。
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≪ 出 典 一 覧 ≫

① 仙南 地 域 の 水 田農 業 デ ータ （ 21世 紀仙 南 地域 水 田 農業 振 興ビ ジ ョ ン・
H15 11月 仙南 地域水 田農業 産地づ くり 研究会 作成）

② 県 電算帳 票様式 （2-6-4・H15 11月）
③ 白 石市農 政シス テム データ （H15 11月）
④ み やぎ仙 南農業 協同 組合 営農経 済部 （H15)
⑤ 農 林水産 省「女 性農 業者の 地位向 上に 関する 実態調 査 （H11 11月）」
⑥ （ 社）農 村生活 総合 研究セ ンター 調査 報告書
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